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価 格 形 成 の 計 量 分 析

浜 田 ’文 雅

I . は じ め に
. _:--，' •

価格形成に関する計量分析は最近になって一つの大 

きな転機を迎えようとしているように思われる。従来 

の価格方程式が単に •"価格が価格を説明する」 タイプ 

のものであったのに対して，生産物の需要と供給の相 

互作用を直接的にとり上げようとする試みが次第に一 

般化しはじめているからである。た と え ば ， シュル 

ッ * トライアン(8)，渡部⑶等は不完全ながらもこのこ 

とを意識し始めた数少ない論文である。極く最近では , 
エクスタイン . フロム⑴が非常に洗練された研究を発 

.表している。 しかし， これらはいずれも生産物市場の 

供給伽の取り扱い方が暧昧であるために，価格形成の 

プロセスを全体として鮮明化する力に乏しいという弱 

点をもっているように思われる。

筆者は「潜辛的供給」という概念上の変啬を導入する 

ことによって価格形成過程における供給傷の作用をエ 

クスプリシットに導入することを試みた。さらに，価格 

形成を相対価格と絶対価格の両者の決宠に関わらせる 

ことがこの論文では強く意識されている。後者ば貨幣 

市場の需給バランスにも関速する問題であるが，ここ 

では貨幣市場とニューメレールの価格決定の問題一一 

これは筆者自身未だ十分解決していない—— が番かれ 

ているが筆者の初期の論文⑶で蓝干論じられている。

第!！節では供給方程式の理論的検討がなされ , 第 !n 

節では動学的な伽格方程式が定式化される。第 IV節は 

経験的結架の吟味に当てられている。作業は生座関数 

のi [接推定，潜在的供給の推宠，受身の在庫投資方程 

式の推定およぴ動学的価格方程式の推定から成ってい 

る。

II. 供給方程式

生産技術を表わす生産関数おょび生産物伽•格，賃金 

率等が与えられると,周知の手順にしたがって企粲の 

合理性にもとづく適疋供袷最が決定される。 これはあ 

くまでも企業の侧からみた痛正供給量であり，需—贺者 

の行動とは一応独立してい’fる。単純化のために，期酋 

における生産設備存在量は与えられ，当期におこなわ 

れる設備投資が生産能力の増加を生ぜしめるのは次期 

以降であると伖定する。 したがって,以下の展開にお 

いては最適設備量の決定について論ずる必要がない。 

換言すれば， この論文では,設備投資行動が短期にお 

ける最適供給量の決定と相互依存的ではなく，少なく 

とも当期におV、ては前者が後者とは独立であることを 

想定しているにP ぎない。 e の点で， これから設定し 

ょうとする生産関数は短期の供給行動に関わるもので 

あるといづて .もよい。

さらに，原材料の投入量は生産物の旌出量と比例す 

るこ左を仮宠する。 産出量を：X , 労働投入 ;1 ;を レ  

期酋における生産設備量を . GK- , , そうして時間変数 

を古で表わすことにしよう。そこで，

( 1 ) X - / ( L , GK-„ 0  
は生產関数の一般的表示である。 関数ゾは，L, GK-, 
おょび t に関する1 階おょび 2 階の迹続な偏導関数を 

もつ迪続関数であり，

3X d x 、

3GK-

という条件を満足するものと仮宠する。 ここに，時間 

変数 t は技術的な生産性の上厨•を考慮した代理変数で 

あり， 純化のために，技術進歩はヒックス的な意味

注（O この；論文は筆耑の論文⑶および㈤ の一部分を再論したものセある，. 筆洛は，j , トービン, G, ブロム，w >プ 

レイナード等の尔唆.コメントに対して謝意食表したい。残された誤りはすべて筆迸が負ってぃる。
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で中立的であると板定する , さきに述べた理山から， 

企業が当期において操作可能な変数は労働投入量L k  
けであるから， 企業の利潤極大のための1 階 （必要） 

条件は， .

(2) 0 L = f  .
である。ここに，wは貨胳賃金率’， p は生産物の価格 

である。この研究はもっぱら生産物市場に分析の力点 

をおいているのであるから，貨幣貨金率は外生的に決 

定されるものと仮定するンさらに，也産物価格於は当 

期においては所与であり，生産物の需給ギャップは次 

期以降におけるp の変動を通じて動学的に調整される 

ものと仮定する。（1)および⑵から，企業の最適生産量 

または供給S および最適な労働投入遢はそれぞれつぎ 

のように表わされる。

⑶ =  GK_,，◊

(4) ぐ ，GK-丨，<)

関数がおよびh は （w/t>)に関して単調減少関数である。

X * お よ び は ，生産物価格p が需給ギャップを

即時的に調整するという仮定にしたがわないかぎり観

察可能ではない。そうして，との論文では意識的に上

の仮定を排除しているから，X * および L* を推定す

る唯一つめ方法は，まず生産関数/ を直接的に推宠し,
その後で⑵を利用して⑶および⑷一 -推定された⑴と

⑵から成る速立方程式の解 ' 一を求めるこ.とである。.

この場合，⑶および⑷の右辺はすべて既知数であるか

ら，右辺の計算！̂よって最適な產出量X* および労働

投入 i  L *の推定値を求めることができる。 明らかに，

X * およびL * の推定値の信憑性は , . 生産関数/ の直

接推定の妥当性如何にかかづている。

関数 / の特定化はこの意味から非常に遒瘐であるが，

個別商品ではなくてある程度アグリゲイトされた產業

別または経済全体の生産構造に近似する場合には，

C E S 型の生産_ 数がそのゥヮ一力ピリティーという
⑴

点において便利であるよ5 に思われる。⑴を '9 ぎのよ 

ぅに特定华する。

(5) X ,= roe^iSGKrA +  (1- S) L r T ^  ‘
ここに，各変数の下付き添字 t は当骸変数の時問を指 

宠するたやのものである。n は生産効率パ’ラメタの初 

期値 , れはその単位期間における増加率 / d は分配パ 

ラメタ，9 は代替パラメタ.である。

特定化された隹寧方程式(5)にはつぎのようなイン‘ブ 

リシットな前提が紐:けられている6 労働投入量は労働 

延時間数をとることによって稼働率の変化を考磁する 

ことができるが，期首や生產設備量は実際には固矩価 

格で測られ fc設備投資の粜積額であるから保有設備の 

どれだけの割合一保有僉数のうち稼働する台敎の割 

合一は一定であること泌想定されることになる。別 

言すれば，稼働台数の浚化による稼働率のき匕は無视 

できるほど小さく，闻ー諼備の稼働時間の変化のみが 

設備の全稼働率を大きく支配することを想定している、 

この意味での镓働率の致化は， (5)から:求められる％働 

の眼界生産力 ilii線上の轸動のみであるということにな 

る。図 1 において，縦軸に労働の限界生産力を，横取丨/  

に労働投入盘をとると，期首における生産設備量がたt 
お よ び k2 であるときの労働限界生産力丨丨丨|線はそれぞ

れ A およ:び B で表わされる。そうすると，稼働率の変 

化は_ 線A およびB に沿った労働投入置の変化によっ 

て’のみ把握されることになる。現実に•稼働される設備 

の台敫の総保有台数に占める割合の変化は , 丨11|線A •お 

よびB それ自体のシフトであり， ここではこの種のグ 

フトが無視できるほど小さいことが想定されている。

(5)と⑵食連立してX について解くと，つぎのよう力: 
多少複雑な形の供給方程式が得られる。 •

ン .一1- . . '  . . .

(6) =  { (1 ^ 5 ) /^ ^ }  1

(r， ■り1^  •[了

細 缓
生産関数⑶が直接推定されれば，（6)の右辺のパラメタ

注（1 ) CES型の適合度を比較分析した例とレては思田• 辻衬(7)がもる。.そこセは， GJES迎もまた现突的妥当性が 

がなり高いことを示‘している，，との閲数のより賴極的な推定については浜丨I丨⑷を見よ。 '
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はすべて推定された既知数となり，最適産出遺;または 

供給量は，実質貨金率，期首における資本ストックお 

よび時間の関数としてェクスプリシットに表わされる。 

これを_ 1 どの関連において図示すれば，図 2a-2dの 

ようになる。図 2 a は図 1 と.同じものである。期首に 

おける資本ストックがんであり， 最適な供給行動 

が即時的である場合を考えてみよう。 実質貧金率が 

(W p)oであると最適な労働投入量はL0 (図 2aの{II丨線 
Aによる）であり， したがって図 2 b の丨tt|線 A" から 

最適な産出量はX。* である。 貨幣賃金率を切。に与 

えれば，ら /p)。に対応ずる生産物伽格は図 .2 d の丨山線 

⑴によって外でなければならない。 実質賃金率が 

(w lp h であり，貨幣賃金率がw。である場合にも同様 

にして X， と灼の組み合わせを与える》 これらの 

糾み合わせは因2 c の ill丨線k " を与える。 これが也産 

物供給丨山線である。同様にして，期苜資本ストックが 

h め水準にあると，供給曲線はB " にシフトする。

I I I . 動学的な価格方程式

さきに述べたように，企業の最適な仍紿傲はその也 

鹿物に対する需翦とは一応独立に決定される。 しかし,

このことは生途物市場の市場条件を企業が無視してい 

'ることを意味しない。なぜな■ら，最適供給量は当期の 

生産物価格に依存しているからである。それでも，市 

場において当該生産物に対する需要と供給が当期に丁 

度一致するのは全< の偶然による他ない。 さきに述べ 

たように，当沏においては卑產物伽格が所与であり，

この価格が均衡価格でない場合には.他の事情に変化 

がないかぎり，次期以降の若干の期間における価格の 

均衡水準へ向っての変動が生ずるとどが想定されてい 

るからである。 この飴では，生産物の需給ギャップを 

動学的に調整する価格形成過程を分析する。

生産物に対する t 期の需要を D* で表わすことにし 

よう。そうすると，■需給ギャ■ッ■プは，

(7) X* -  D *_0  

である。需要量は当期の生産物価格 j j その他の要因に 

依存するであろう。 これまでと同様に単純化のために 

貨幣賃金率w を所与としよう。上の需給ギャップがプ 

ラスであるならば，生産物価格P は次期以降低下し始 

めるて，あろう。そうしてこのギヤップがゼr になると 

とろに新しい均衡価格が形成される9 とめ調整過程が 

完了するまでの平均期間は市場の競争の裎度，生逾畓 

から最終需奴渚までの経済的な距離 ^ 一~ •生産若 - > 1次

186(955)
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卸し-•> 2 次卸し— ……->最終需要者という中間取引き 

の構造'一一および生産物の性質一耐久. 非耐久の別

など-----などに依存している。

図 3 は新しい均衡価格を初期のそれと比較し得るよ 

うに図示したものである。図 3 において，縦軸に労働 

図3 均衡価格の形成

3X cô

m T； X；

の限界生産力と実質貴金率をとり，横軸には労働投入 

量をと .る。、0 時点における .実質賃金率が■人wjp0).であ 

るとすれば，最適な勞働投入量はL， であり，’対応す 

る最適な産出量はX。* である。 同時点における需要 

は価格扒に依存して D。* « X o *), 対応する必要労働 

投入 量 は し ，であぅたとしよう。 そうすると， 次期 

( 1 時点）以降に価格の低下が起C り，最適產出量は実 

質賃金率の上昇—最適労働投入量の低下を通じてDo* 
に接近する。 しかし，同時に需要量は価格の低下に対 

して増加するであろうから , 他の_ 情に変化がないか 

ぎり，r 期後には価格供* { > P r ) ,取弓i量 T j  ( =  Dr* 
=  ̂ r * h 労働投入量L， の新しい均衡状態が成立する 

ことになる。 .
需給ギヤップの調整をずる価格の動きは，つぎのニ 

段階に分けて分析することができる。その第一段階は，

需給ギヤツプ (X * -D * )が寒際にどのょうな形態で顔 

在化するかに関わるものであり，第二段階はこの形態 

が価格形成そのものに及ぼす影響を把握する段階であ 

る。 まず第一段階から考察を進める。■ .
この需^ rギヤツプはより芷確にはこれまでの文脈か 

ら明らかなょうに潜在的な超過供給である。 この潜在 

的超過供給は , 仮定にょっ七，生産物価格の変動《こょ, 
って即時的に解消されるのセはなく，新しい均衡の成 

立までには若干の期間を要するわけである。 したがつ 

て， £ れらの期間中には，潜在的超過供給が何らかの 

具体的な形態で顕在化しているはずである。 ここでは， 

この具体的な形態として意図されない在癉増減と也鹿 

設備の稼働率め低下の二つをとり上げること匕 ,しょH  
」般に，潜在的超過供給のうちどれだけQ部分が意 

図されない在庫増減となるかを決定することは非常に 

複雑な間題であるが，少なくとも両形態による保有に i 
伴う正味の総費用予想額を極小化するょ .うな，換苔す 

れば，雨形態に対する正味の，予想される限界費用を均 

等化するょうな配分がおこなわれるという想走が可能 

である。 ここでは，限界費用を構成する市場病因とし ' 

て，長 期 • 短期の利子率 , 生産物価格，減価償却率を 

とり上げることにする。短期矛!!子率は在庫保有増に対 

応する限界響i 用の主要な部分を占め,長期利子率おょ 

び減価償却率は設備の回転率に対して負の効果をもつ 

であろう。也産物価格の水準は意図されない在庫の塯 

加が短期間に市場で消化されるかどうかを占う重要な
(4 ) .

指標となるであろう。 ,
両形態への配分は市場条件などの変化に対して即時 

的に調整されるとはかぎらない。 ここでは，単純化の 

ために 1 次のパスカノレ分布を想定する。そうすると， 

潜在的な t 期の超過供給のうち意図されない在庫増に 

配分される部分U <はつぎのように表わされる。

. [ - X(8) Ue: [Q K X ^-D ^), p“ iSl, i Lh dt)']

ここに，ish i u およびもはそれぞれ短期• 長期の利

注（2 〉. 意因されない在茆增という用語はあまり適当ではないかもしれない。なぜならば，仮.りにも4 よ企粟はこの 

形態の保有を消極的ながら自ら選択した;b けである。 したがって，これは消極的または受身の在庫投資と呼ぶ 

べきかもしれない• ’
( 3 ) 值観的にはたしかにそうであるが，これをェクスプリシッてに宠式化して商接的に仮説のテストをすること 

はそれほど容易ではない。なぜならば，これは内部資金• 外部資金の選択, 設備の愤却政策, 税，倉# 料， 

将来期待などの多数の翦因を含み，企槊行動他の侧而とも相互依存的丨こ関連しているからである，

( 4 ) 生産物価格はマイナスの則Hとして作用することが考虛されている。と；Rが総費用にわざわざ「庄味j とい 

う形容詞を冠した理由である。

( 5 ) グリリカス⑵およびa イー夕⑶を見よ。

~r— 187 (953) —
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子率および減価償却率である。) は調整速度の特性係 

数，E—1 は 1 階の定遙分演算子である。ただし，

_ ^ i —  ^  iQ_ 殁 、0‘ M <0
d (Xt* -  D f ) ， dpt ’ diu  ’ ddt ノ ，diSt く'り

o くス <1

である。 また. 設備の稼働率 p, はつぎのように表-わ 

される。

稼 働 率 が 1 ( 100パーセント） ということは-若干の説 

明を要する。 この研究では，設備の稼働率が巔適な産 

出提を棊準として測られている， したがって，通常用 

いられているす技褕的」な生産能力を基準とする稼働 

率と，ここで用いられる「合理的j な生產能力を迤準 

とする稼働率とは全く異なったものである。後者がと 

の研究で積極的に用いられる唯一つの理由は，ここで 

の供給行動が短'期のそれであるととによる。

第二段階はこの意図されない在庳増または受身の在 

庳投資が坐産物価格の形成過程にどのような関わりを 

もつかを調べることである。

意_ されない在庳增または受身の在庳投資は潜在的 

な超過供給の一時的なしかも生産物市場に最も近い形 

態であるから， これがプ ラ ス （マイナス）であれば，

也産物価格の低下（上昇）を惹き起こすであろう。 さ 

らに，前者の絶対値が大きいほど価格の変動も大きく 

なるはずである。価格の動学的な調整過程は，受身の 

在靡投資がゼロに収斂したときに.したがって潜在的 

超過供給がゼロに収斂したときに，終了する。 この動 

学的な調整過程を表わす価格方猊式は一般的につぎの 

ように表わすことができる。

(切 /lpt = //[R(Ut-i, U < -2, wt, idd— pt-i]

とこに，パは反応速度係数で.分布ラグの型としては原 

則的に⑶と同じであるデidt は割引利率である„ いうま 

でもなく，関数R は価格による調整が即時的におこな 

われたときの均衡価格を表わしている。 したがって， 

大力ッゴ内は前期の価格からの当期の均衡偭格の-雨離 

を表わしている。価格の変化による動学的調整が完了 

するまでの平均期間は反応速度係数 / / の逆数である。

上述の価格決淀機偁は， より厳密には，相対価格の 

成立に閱するものでなければならない。 この丨出翅に対 

するーづの解決法は，適当にニュ 一メレールを設矩し 

てやるととである。たとえば，国内財の総体を選ぶと 

すれば，それらの諸財の価格を適当なゥェイトを付し 

て平均したものでもよいであろう6 つぎの節では，そ

の一つの例示と問翅点を論ずる。 このような目的をも 

つ二ューメレールの価格をqt 七表わすとしよう。そう 

すると，(丨0)はつぎのように書き換えることができる。

("} ^i(ptlQt)~s\ S(i<(-i, %t-2, . ― idt) ~  1 ~|
L Qt ■ 9<-i J

ここに，関数 s は調整が即時的に完了したときの均衡 

(相対）価格である。

IV. 経験的結果

ここでは，個別財に関十る分析はおこなわれず，巨 

視的な価格形成のみが測定対象となっている。前者は 

今後の課題である。

■; * ,
㈨ 生産!^数の測定と供給方程式 

国民経済全体に対する生库関数はつぎのようにして 

測定された。デ一タは195665年の歴年半期時系列で， 

産出量は 1960年固定細格の GNP, 労働投入量は雇用 

老 数 (総理府統計局 r勞働カ調杏j ) と 1 人当り総勞働 

時 間 （労働省「労働統計調丧月報」） の稹， 資本ストッ 

■.クはI954年末に .おけ .る粗寶本ス ..トック（経済在;庁経 

済 研 究 所 「四芈期別粗資本ストッダの推計結采ゴ経済企 

画/1-経済研究所研究調逾検詩資料，No. .5 ,昭和41’年_8月） 

に 1960年固定価格の設備投資を '梁積じ， 「設備除却 

分』を控除して求めた。

CES型生産関数⑶は推定にさきだって，勞働投入量 

について解かれた。すなわち，

， ぃ(1̂ )パ[(条 )'5_ ]  ' '
その理由は,当期においては生産物需要が一力的に与 

えられるという想定がなさ;f tていることにある。推定 

は 「最大勾配山登り法」によも繰り返えし最小自乗法 

でおこなわれた。推宠結果を㈤ 式の形で表わすとつ渗 

の よ う な 名 。

(13) X, =  0. 2466e°-01361 [0 .1501 (G K k)—。.—
- 0 . 8499 (Li)-0-2220]"4 6039 

8=324,63 P - 4 . 00
予備的計測結來から得られた情報にしたがって,上の 

推定はつぎの制約条件を課せられた。すなわち， 

pt ro, yi>o おょび o<<5<i 
上の推宠結果は必ずしも十分满圮できるもめではなか 

ったが，飨一次接近としては成功であったように思わ 

れる。

(⑶をレについて偏微分した商を実質貸金率と等し

価格形成の訐跫分析

くおくことによって，⑶に対応す；6 供給方程式を求め 

ることができる，すなわち，

(14) X.* =  3854.029 /  " *
-1ば)

[o. 9123^0.4246 eodl36t̂ ^ •1
.5039

ただし，現 実 の G N Pとの比較検討の結果，（丨4)は⑵を 

々_ クブップ（2,002) した修芷式を用いて求められた 

ものでもる。すなわち，⑵の代りに， '

⑵，玉dXt Ŵt*2t 002= 内

が突擦の X产の推定に用いられている， • 

w 受身の在庫投資

受身の在庫投資はキれ自体観察可能ではない。そと 

で，観察期間における売;上高•在庫比率の指数トレン 

ドを求め，この比率が拿図された在庫比率であると仮 

定して , これ i り意図さH た在庫を求め，それと現実 

の在庫 h め差务受身の在庳投資であ2.と想定した。 こ 

うして求めた受身の在庫投資の人工的なデ一タを利用 

して_ 定きれた⑶に相当ずる方程式はつぎのようであ 

っすこ。

(15) V t = -  2574 .0 6 + 0 . 1409 (X e* — a * )
(0.0683)

+  0. 5376 U ^ n + 2 5 5 8 .11 p ^ - 2 9 . 42 Q 
(0.1683) (827.60) (45.69)

R* =  0.611 «=98.79- 1.939
ここに, Pwtは卸売物他i, Q ゆ季節ダミ一変数，係数 

推定値の下り（ ）内の数値はその標準偏差 , R2 は決 

定係数，S は自は丨度調整済みの回帰面の间りの標準誤 

差，’ 0?はワトソン . ダ一ビン統計量である。たセし，

D产 =  X (— 认

である。潜在的超過供給#受身の在庫投資の形で保有 

される調整の平均期間は

ト 2 . 161-0.5376
つまり，約1 年間である。他の諸変数は予備的計測の 

結架 , 落とされた。

(C) 価格方程式

脚を消費者物価および卸売物価に適用した結果はつ 

ぎの通りであった。

(16) pci: 1—0 .000012 2  ゴ十1 .33021 
(0.000013) (0. 5884)

+0. 5868 pet-1 
(0f 2214)

-  0.0208 Q 
(0,0117)

R*=0.989' 0.014 d=2. 872
または .

^Pct -  O'. 4132[(0. 6900- 0.000029 S  U i^
.1 . . . . . .

+3.2193w t)-p c i-i]-0 .0 2 0 8 Q
およぴ

(I?) pm=0. 2509-0.000055 h  Ut_,—0. 0918 idt 
(0.000015) (0.0732)

+ 0 .7 4 8 4 ^ i  +  0 .0044 Q 
(0.1906) (0. 0072)

R2= 0 .656 S = 0 .0168 r f - 1.560
または，

Jpu,t=0. 2516t(0.9972-0.00022 IJ
1

一 0. 3649 idt)—pt̂ i ] + 0. 0044 Q 
消費者物価に対する推定結果をみると,受身の在庫投 

資の係数推定値は有意ではない。 よくいわれるように , 
消費者財の市場では中間段階におけるサービズ•々一 

ジンや賃金コストがより支配的に価格に影響している 

のであろう。 さらに，消費財生産部門の低生齒性も大 

きく影響しているかも知れない^
これに対して，卸売物価の場合には受身?)在庫投資 

の係数め推定値は有意に々イナスとなっている。貨赞 

賃金率. W, は消費者物価の場合には有意にプラスでそ 

の上 1 より大—— ただし, 1 より大の有意性は乏しい 

—— となっているのに対して,卸売物価の場合には有 

意な推宠値が与えられなかったので落とした。均衡水 

準への調整完了までの乎均期間は， 3. 9 (=1/0, 2516) 
つまり約2年間とV、うことになり，かなり長リ、ことが 

分かるであろう。Uf は最小1 期 （6 力月〉のラグをもつ 

て導入されているから実質的には平:^期間ば 2 年半で 

ある。 したがって,潜在的な超過供給が発生してから 

市場均衡の成立まで，.他の班情に変化がないかぎり , 
新しい均衡水準への；翻整に耍する平均期間は約3 年半 

—— 潜在的超過供給発生からそめうち9 受身の在庳役 

資への配分が完了するまでに約1 年かかる~ ~ - 左い 5 

ことになる。 . '
勿論,现実には坐産物市場に対して他のさまざまな 

刺戟や状況め変化が持ち込まれるから，公式的な調_  
過程は絶えす•搜乱されることにな轉整過择を疽接 

観察することは不可牌である。 もう 一^ ffl要なととけ , 
さきの指摘から明らかなように,消费者物価はほとん 

どコスト袈因で決まるのに対し，卸売物価は需袷の変 

化によ っ 強い影■を受けていることである。
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価格形成の計量分析

⑷相対細格の動学的調整過程 

厳密な意味における価格形成問題が相対価格形成と 

絶対価格形成とのニつに分割されて‘いるのは改めて指 

摘するまでもないことである。絶対細格の形成は最終 

的にニューメレールに指定された財の価格の決定に関 

わるものである。少なくともこの部分的な問題そのも 

のは経済全体での貨幣供給と貨幣需豉の対立を基点と 

して考察するのが最も現実的である。 しかし， ここで 

は貨幣市場の復雑な要因を生産物市場との関連におい 

て漭入することは試みない。ただ，理由を論ずること 

なしに,一つのニューメレ一ルとして国内財の総体を 

とり，その価格として国内财や経済主体別通貨保有残 

高をゥヱイトとする加逋平均値をとることにす髮。さ 

きに示した(丨丨)における変数 qt がそれである。仙の推 

妃站染はつぎのようであった。

(l8》 = り. 2566 + 0 .00002 2  U<_̂ + 0 .4786 wt 
(0.0000) (0.1155)

• + 0 .7 0 1 0 - ^ — 0 .0170 Q ,
(0.1139) <0.0035)

豆2=0.981 S = 0 .0075 rf=2 .113
または，

ニ 0. 299o[o. 8582 + 0. 00006 S I L - ,

+  1.6007 wt~ ^ L ± j - o. 0170Q

および

妯  ' ^ L = ~ ° - 1062-0.000023 2  U ^^+0.0317 iu  
(0.00001)卜1 (0.0533)

-  0.1413 din  + 1 .0 2 9 6 ^  
(0.0503) (0.0792) 9

-O.OldOQ
_ (0.0065)
R2 = 0. 958 S=0. 0151 rf=2. 340

または，

^ T q r ) = ~^' 1062~°- 000023 2  U<_j

+0.0317 iu  — 0.1413 Mdt — 0.0100 Q 
相対価格め場命にもそれほど大きな変化は認められ 

ない。つまり，消费者物偭は主としてコスト要因に侬 

杯しているのに対して，卸売物価は需給の相対的な変 

化によって強い影響を受けているととが分かる。

もう一つ興味あることは，（⑶またはその泣形から叨

らかなように，細売物価はその相対価格をとると調整 

期間は約半年に短縮されることである。 このことは， 

仮りにニューメレールの選択が適当であったとす、れば， 

絶対価格の変動が貨幣供給の変化な.どによってその位 

相をも変えられていることを洞察させる。 したがって， 

_ 格形成の計量分析は今後相対価格によって進められ 

ることが塱ましいであろう6 
㈣ および(丨咖こおける一つの難点は,受身の在庫投資 

が各财別に把握されていないことである。そめために， 

左辺と右辺は同一 財の市場に対応していなYミ。 Lかし， 

u f は最終生産物市場全体に対応しているから，それは 

消費財市場および財全体の'卸売市場における需給の不 

均衡を表わす代理変数となり得るであろう6

Sffls

この研究では， まず生產関数の直接推定の問題から 

始まって，限界生産力説にもとづく短期供給方程式の 

特性値を求め，潜在的超過供給を推定し，これを価格形 

成メ力ニズムの計量分析め足がかりとして動学的な価 

格方程式を推定した。 したがって, 問 題 は ⑴ 生 産 関  

数の推定は適切におこなわれたか，⑵潜在的供給の推 

萣は適切であったか，⑶受身の在庫投資の概念および 

その推定は妥当か，⑷受身の在 /1|!投資方程式の推定は 

妥当か，および伽格方程式丨-3体に問題はないか等々非 

常に沢山の論点を提示し :^ことになる。筆者‘は⑵を除 

く他の点については大雑把ながら論じたと思うが,第 

2 点については若干袖足の必要を感じているので， 以 

下にff0単に触れておく。 10 _ : .

潜在的供給の推定上大きな問題はマークアプ耍素 

の薄入である。 もし，⑵ 7 においてマ一-クアツ：/要素 

を 1 とおくと，潜在的供給は実際のG N Pよりも多く 

の期間において小となってしまう。 そこで， 昭 和 35 
年平均で両渚が等しくなるような数値を求めると， 

2 .0 0 2 となるわけであるflこの数値はやや大き過ぎる 

ようではあるが, おそらく生產関数の®接椎定におけ 

る推定値のバイアスが影響しているのではないかと思 

われる。 しかし， この方法によ今潜在的供給の推楚は， 

この概念の便利さととも匕価格分析における一つの有 

効なトゥールとなるであろう。

最後に， ニューメレールの俩格の設定による絶対価

汪（6 ) との点については，浜丨.丨】(5) pp. 8 - 9 および p. % を見よ '
( 7 ) ケ，トービンは筆治のリポートへのコメントの一つとして，消麵,投資財別の生逾 _ 数の測定を提案した。

しかレ，これは，現段階では，炎働役入 • 生鹿物のjrj途別分類等の新しい困難な問媚を伴$ ことにかる,
, •
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格と相対価格の計量分析の必要性を強調しておきたい。

物価変動の経験的研究はとれまでこの問題 fc'対する、ン

ステマティックな分析を怠ってきたように思われるが，

デイ マ ン ド • プルもぅスト • プツシュもすベてこの迤

準がら再検討されるべきであろう。

• - -
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板ガラス産業における企業行動

1. 序 .

この小論の自的は，_ 者说先に测走したわが国板ガ 

ラス産業の模型を用いて，旭硝子と日本板硝子のそれ 

ぞれの'国内供給量を横軸，縦軸にとった平面に両企業 

の等利潤丨山線群を描き，それに匙づいて両真占企寒の 

行動に関し分析検討するところにある。 またそのこと 

によりて , 先に得られた両企業の '嶂測変勤 (conjectural 
variation) の推定値について理論的な意味づけを与え

岩 田 . 魄

たい。今回は 1956年上期から1961年上期までの期間 

に関する分析結梁のみを報告する。

2. 模型の概要

最初に，等利潤曲線を如くための模型の概翦を辑明 

しよう。詳しくは脚注⑴の最初の論文を参照してほし 

い。企業の種類を《で丧わす。如 A，N, C であり， 

A : 旭硝子  .
N : 日本板硝子

注（1 〉 「旗占市場におげる価格決宠~—- 我国板ガラス途業の分析ず三出商学研究 j 第 11卷第 4 号， 1968年， 

pp.56-107参照a それ以前の段階'の分析としては「板ガラス途業の生產搆造とホ•場構造についてj f産業研究j 
欲 5 号，1968年, pp. 4 5 -6 5 ,お よ び 「板ガラスエ業一価格形成機構の分折一」新餌田..小好編ずロ本め座 

業組織j 岩波書店，1969年, 敗 8 窜，彳 1). 205-238を参照されたぃ„
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